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１．本研究の背景と目的 

 

 モータリゼーションの進展に伴い，都市交通に占

める自動車の割合は増加してきた．それにより，都

市部では深刻な交通渋滞が発生，環境に対する影響

や時間損失等社会問題が引き起こされている．1） 

そうした問題に対応するため，自動車の代替交通

手段として自転車が注目され始めている．自動車と

の比較における自転車の利点としては，環境に対す

る影響が少ない，移動時間の変動が少ない，等が挙

げられる．さらに，自転車購入の安価な費用は大き

な利点である． 

今後，自転車の利用を高めるためには，機関選択

の際に自転車の選択を促す要因の分析を行い，同分

析結果に基づいて自転車利用を促すような策を提案

することが必要である． 

自転車選択の要因分析に関する既往研究では，個

人のトリップを対象とした多数の研究成果2他が報告

されているが，都市圏といった規模の自転車分担率

についてマクロな分析を行なっている例は少ない． 

 そこで本研究では，都市圏での自転車分担率に影響を

与える要因について分析を行う．具体的には，全国各地

の都市圏を対象に実施されたパーソントリップ調査，新

都市OD調査の結果を用いて，面積，人口密度，自動車保

有率，生産年齢人口割合が自転車利用に与える影響を分

析する． 

 

２．使用データ 

 

分析に使用したデータは，都市圏の自転車分担率， 
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都市圏の面積，都市圏の人口密度，都市圏の自転車分担

率，都市圏の生産年齢人口割合である．表1に各都市圏

のデータ一覧を示す． 

自転車分担率データは，パーソントリップ調査（以

下PT調査と呼ぶ）結果，あるいは新都市OD調査結果のい

ずれかで，1999年七尾都市圏（1市），1995年金沢都市

圏（2市4町），1999年飛騨都市圏（1市2町），1999年宍

道湖中海都市圏（6市13町2村），1999年三原・本郷都市

圏（1市1町），1999年高松都市圏（1市），1979年松山

都市圏（3市5町），1999年佐賀都市圏（1市2町），1996

年長崎都市圏（3市7町），2001年宮崎都市圏（2市8町），

1981年宮崎都市圏（2市8町）の11都市圏で実施されたも

のである． 

 都市圏の面積，都市圏の人口密度，都市圏の生産年齢

人口割合データは上記調査実施年度に一番近い年度の国

勢調査データを用いた．都市圏の自動車保有率（台/100

0人）の値については，国土交通省のホームページに掲

載されているPT調査，新都市OD調査の対象都市圏の概要

及び，調査実施内容表の自動車保有率の値を用いた．都

市圏の面積は，都市圏を構成する市町村の面積の和であ

る．都市圏の人口密度は，都市圏の人口を都市圏の面積

で除したものである．都市圏の自動車保有率は，都市圏

の自動車保有台数を都市圏の人口で除したものである．

都市圏の生産年齢人口割合は，都市圏を構成している各

市町村の生産年齢人口（15歳から64歳の人口）を都市圏

の人口で除して100を掛けたものである． 

 

３．自転車分担率に影響を与える要因 

 

 本研究では，自転車分担率に影響を与える要因として，

都市圏面積，都市圏人口密度，都市圏自動車保有率，都

市圏生産年齢人口割合の4つを取り上げる． 

 都市圏面積については，面積が大きくなると自転車で

の移動が困難な長距離トリップが出現する可能性があり，

自転車を選択しにくいと考えられる． 

 都市圏人口密度については，人口密度が高いほど都市

がコンパクトであり，各トリップの移動距離も短くなる

ことが想定されることから自転車を選択し易いと考えら



 

表1 各都市圏における各種データ 3）,4） 

れる．  

 都市圏自動車保有率については，自動車を保有する人

は交通手段に自動車を選択する可能性を有することから， 

保有しない人との比較において自転車選択の可能性が低

くなると考えられる． 

 都市圏生産年齢人口割合については，子供や高齢者は

トリップ長の短い子供や高齢者との比較に於いて，それ

以外の人々は自転車の利用割合が低くなると考えられる

ことから，同人口割合が大きくなるに従って自転車分担

率が低くなると考えられる． 

 図1～図4には，上記11都市圏における各要因と自転車

分担率との関係を示す．これらの図より，いずれの要因

についても上記の傾向を示していることが読み取れる． 
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図1 自転車分担率と面積の関係 
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図2 自転車分担率と人口密度の関係 
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図3 自転車分担率と自動車保有率の関係 

都市圏名 
(調査実施年) 

自転車分担率 

(%) 

面積 

(km2) 

人口密度 

(人/km2) 

自動車保有率 

(台/1000人) 

生産年齢人口割合

(%) 

七尾(1999) 13.6 143.97 333.4 655 62.9 

飛騨(1999) 11.5 326.06 279.1 709 64.0 

宍道湖中海(1999) 12.3 1440.0 423.6 600 66.2 

三原(1999) 15.7 286.90 327.6 323 63.6 

高松(1999) 24.8 194.33 1698.1 591 67.2 

佐賀(1999) 19.2 171.20 1109.8 637 65.9 

金沢(1995) 11.6 707.72 904.3 612 70.4 

松山(1979) 15.7 799.51 675.4 310 67.3 

長崎(1996) 2.8  672.06 1071.3 442 67.1 

宮崎(1981) 16.1 1414.3 311.1 391 66.7 

宮崎(2001) 10.9 1414.3 353.5 682 66.4 
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図4 自転車分担率と生産年齢人口割合の関係 

 

４．自転車分担率モデル 

 

（1）回帰モデル 

本研究では，都市圏基準で考えた自転車の選択に影響

を与える要因について，以下の式（1）に示す回帰式を用

いて分析する． 

pp xxxy   2211        (1) 

ここで， 

y ：都市圏の自転車分担率（％） 

i, ：パラメータ 

ix ：自転車分担率に影響を与える要因 

である． 

 

（2）説明変数 

 3章での考察をふまえ，都市圏面積，都市圏人口密度，

都市圏自動車保有率，都市圏生産年齢人口割合を説明変

数とする．  

 

（3）モデル推定結果 

11の都市圏による自転車分担率を説明する回帰モデル

の推定結果を表2に示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表2 11の都市圏によるモデル推定結果 

説明変数 係数 t値

定数項 71.806 0.73

面積（km
2
) 0.000 0.03

人口密度(人/km2) 0.007 0.93

自動車保有率(台/1000人) -0.003 -0.19

生産年齢人口割合(%） -0.923 -0.59
11
0.22

-0.30

データ数

ρ
2

修正ρ
2

 

 

 回帰の有意性がなく，本研究で用いた4つの説明変数で

は，自転車分担率を十分に説明することは出来ないとの

結果を得た．すなわち，考慮すべき重要な要因が欠落し

ていると考えられる．ここで，表1に示した自転車分担率

を見てみると，長崎都市圏が他の10の都市圏に比べて自

転車分担率が低い値を示していることが読み取れる．こ

れは，長崎都市圏では地形の起伏が激しいことが一因で

あると考えられる．そこで長崎都市圏を除いた10の都市

圏を対象に重回帰分析を行なった．モデルの推定結果を

表3に示す． 

 

表3 10の都市圏によるモデル推定結果 

 

説明変数 係数 t値
定数項 102.840 4.76

面積（km
2
) 0.002 1.77

人口密度(人/km
2
) 0.012 7.30

自動車保有率(台/1000人) -0.011 -3.56
生産年齢人口割合(%） -1.376 -3.99

10
0.94

0.90
ρ
2

修正ρ
2

データ数

 

 

 結果，長崎都市圏におけるデータを分析から除外する

ことで高い決定係数の値が獲得され，回帰の有意性が確

保された．都市圏人口密度が自転車分担率に有意な影響

を及ぼすのに対して，都市圏面積は有意には影響を及ぼ

さないとの結果を得た．トリップの移動距離のうち最大

トリップ長は面積との相関が強く，平均トリップ長は人

口密度との相関が強いことから，最大トリップ長が自転

車分担率に及ぼす影響はないと判断される．また，考慮

した残りの要因，都市自動車保有率ならびに生産年齢人

口割合は自転車分担率に有意な影響を与えることが示さ

れた．都市圏人口密度を含めて，これら3つの各係数の符

号は３章での考察と一致した傾向を示しており，都市圏

人口密度の増大，都市圏自動車保有率の減少，都市圏生

産年齢人口割合の減少に伴って自転車利用率が増大する



ことが示された． 

 

５．まとめ 

 

 本研究では，のべ11の都市圏を取り上げ，回帰分析を

行って各都市圏の自転車分担率に影響を与える要因を調

べた．結果は以下の通りである． 

長崎都市圏を除くのべ10都市圏を対象とした回帰分析

結果より，都市圏面積は自転車分担率に影響を及ぼすと

は言えないとの結果を得た．また，都市圏人口密度，都

市圏自動車保有率ならびに都市圏生産年齢人口割合が自

転車分担率に影響を与えることを示した． 

 長崎都市圏を除くのべ10都市圏を対象とした回帰分析

では，モデルに十分な説明力が得られたのに対し，長崎

都市圏を含めたのべ11都市圏を対象とした回帰分析では，

十分な説明力を得ることが叶わなかった．起伏が激しい

との長崎都市圏の特徴を考慮すると，都市圏における自

転車分担率は，地形による要因が大きく影響している可

能性があると考えられ，今後，地形の起伏を要因に加え

た分析を行う必要がある． 

本分析結果から，都市圏の人口密度を高め，自動車保

有率を低めることで，都市圏の自転車分担率が高まるこ

とが明らかになった．このことから，自転車分担率を高

めるための施策として，コンパクトシティの実現や高い

自動車保有に対する税率の調整などが考えられる．一方，

自転車分担率に影響を与えることは示されたものの都市

圏生産年齢人口割合については政策によってその値を操

作することが容易ではない．今後は，自転車道の整備水

準，公共交通の整備水準，ガソリン税あるいはその他施

策によって操作可能な要因を説明変数に加えてさらなる

分析を行っていきたい． 
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